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静岡県公立大学法人評価委員会 



第１ 公立大学法人静岡文化芸術大学の平成 28 事業年度における業務実績評価につ

いて 

 

静岡県公立大学法人評価委員会は、「静岡県が設立する公立大学法人に係る評価

基本方針」（H19.12.5 制定）に基づき、平成 28 事業年度の業務の実績に関する評価

を行った。 

 
１ 評価に当たっての基本的な考え方 

(1) 評価を通じて、大学の教育研究及び法人運営の進捗状況等を分かりやすく示

し、県民への説明責任を果たしていくものとする。 

(2) 法人の教育研究並びに組織及び運営についての様々な工夫や特色ある取組

を積極的に評価するものとする。 

(3) 次期の中期目標・中期計画、法人の組織及び業務運営の見直しの検討に資す

るものとする。 

 
２ 評価方法 

(1) 年度評価は、「全体評価」と「項目別評価」により行った。 

(2) 「全体評価」は、(3)の項目別評価を踏まえるとともに、当該年度の重点的

な取組や法人の特性等に配慮しつつ、中期目標・中期計画の全体的な進捗状況

を総合的に判断した。 

(3) 「項目別評価」は、法人による自己点検・評価の結果を基に、当該年度計画

に定めた項目ごと、年度計画設定の妥当性も含めて総合的に検証を行い、中期

目標・中期計画の達成に向けた進捗状況を確認した上で、「大学の教育研究等

の質の向上に関する目標」、「法人の経営に関する目標」、「自己点検・評価及び

情報の提供に関する目標」及び「その他業務運営に関する重要目標」の４つの

目標別に総合的に検証した。 
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第２ 全体評価 

 

１ 評価結果と判断理由 

(1) 評価結果 

公立大学法人静岡文化芸術大学（以下「法人」という。）の平成 28 年度の業

務実績に関しては、全体として「中期目標・中期計画の達成に向けて順調に進

んでいる」と評価する。 

 

(2) 判断理由 

法人は、静岡文化芸術大学が、豊かな人間性と的確な時代認識や社会認識を

持ち、国際社会の様々な分野で活躍できる人材の育成と、“開かれた大学”と

して地域社会や国際社会の発展への貢献に取り組むよう計画を策定し、遂行し

ている。 

第２期中期目標期間の初年度である平成 28 年度は、第１期中期計画期間の

実績を踏まえ、教育内容の充実、留学生を含めた学生支援の強化など、第２期

中期計画及び年度計画の達成に向け、教職員を挙げて取り組み、着実に成果を

上げた１年となった。 

法人の中期目標・中期計画の達成に向けた業務の進捗状況について、「第３

項目別評価」のとおり、「大学の教育研究等の質の向上に関する目標」、「法人

の経営に関する目標」及び「自己点検・評価及び情報の提供に関する目標」に

ついて、「中期目標・中期計画の達成に向けて順調に進んでいる」と認められ

た。しかし、「その他業務運営に関する重要目標」については、「中期目標・中

期計画の達成に向けておおむね順調に進んでいる」と認められる。これらの状

況と平成 28 年度の重点的な取組や法人の特性等を総合的に勘案し、（1）のと

おりの評価が相当と判断した。 

 

(3) 平成 28年度の重点的な取組 

ア 大学・入試広報の充実について 

大学・入試広報として、文化政策学部の各学科の特色を紹介するＰＲ映像

の作成やアクティブラーニング※1の取組を紹介する冊子の作成など、新たな

広報媒体を学生とともに作成し、大学の魅力を伝えるために、様々な取組を

行っていることは評価できる。今後、更なる広報の充実を行い、大学の魅力

を県内外に周知することを期待する。 (No.9、10、11、12-3) 

 

イ キャリア支援について 

・ ３年生の保護者を対象とした進路に関する説明会を初めて開催し、参加

者へのアンケートにおいて 98％が満足したとの回答が得られた。 (No.57) 

 

※１ アクティブラーニング ： 教員が学生に一方向的に知識を教授する講義型ではなく、学生が主体的に問題を発見し、 
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解を見出していく能動的な学習方法の総称 



・ 県内市町や商工会議所、地元企業と連携し、企業セミナーや業界研究セ

ミナー、キャリア支援セミナーを開催した。(No.60) 

 

ウ 業務運営の改善に関する取組について 

監査室を設置し、公認会計士を監査担当参事に任用するなど、監査体制を

充実するとともに、業務監査に力を入れ、適正な業務執行ができるように環

境を整備した。(No.111) 

 

２ 評価に当たっての意見、指摘等 

 ・ 平成 28 年度は第２期中期目標期間の初年度であり、第１期中期目標期間で

積み重ねた取組の発展や生じた課題の解決を図り、更なる飛躍を目指した法人

運営を行っていくことを期待する。 

 ・ 平成 28 年度の経営状況は、経費節減等の努力により経常黒字となったもの

の、今後一層の収支構造の改善、財政状況の見直しを行うとともに、大学運営

の見通しについて検討する必要がある。 

・ 観光や伝統建築等新たな分野と文化・芸術分野を融合する人材を育成するた

め、平成 31 年度から、文化政策学部に設置予定の観光に関わる学科等、及び

デザイン学部に設置予定の匠領域について、設置に向けて着実に準備すること。 

 

 

〔参考〕項目別評価の結果 

１ 大学の教育研究

等の質の向上に

関する目標 

Ⅱ Ⅰ Ⅲ 

おおむね順調

に進んでいる

Ⅳ 

やや遅れて 

Ⅴ 

重大な改善

事項がある

順調に 特筆すべき

進んでいる進捗状況 いる 

Ⅱ Ⅲ 

おおむね順調

に進んでいる

Ⅳ 

やや遅れて 

Ⅴ 

重大な改善

事項がある

Ⅰ 
２ 法人の経営に関

する目標 
順調に 特筆すべき

進んでいる いる 進捗状況 

３ 自己点検・評価

及び情報の提供

に関する目標 

Ⅱ Ⅰ Ⅲ 

おおむね順調

に進んでいる

Ⅳ 

やや遅れて 

Ⅴ 

重大な改善

事項がある

順調に 特筆すべき

進んでいる進捗状況 いる 

Ⅲ Ⅳ 

やや遅れて 

Ⅴ 

重大な改善

事項がある

Ⅰ Ⅱ 

順調に 
４ その他業務運営

に関する重要目標
おおむね順調特筆すべき

に進んでいる いる 進捗状況 進んでいる
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第３ 項目別評価 

 

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

１ 評価結果と判断理由 

(1) 評価結果 

大学の教育研究等の質の向上に関する目標の進捗状況は、「中期目標・中

期計画の達成に向けて順調に進んでいる」と評価する。 

 

(2) 判断理由 

大学の教育研究等の質の向上に関する目標について、当評価委員会が検証

した結果、年度計画記載の 97 項目中８項目が「計画を上回って実施してい

る」、89 項目が「計画を十分に実施している」と認められ、これらの状況等

を総合的に勘案し、（1）のとおりの評価に相当すると判断した。 

 

(3) 特に評価する項目 

・ アクティブラーニングの要素を取り入れている大学の授業及び諸活動

について、オープンキャンパスや各種説明会で紹介を行った。(No.1) 

・ 平成 32 年度に予定されている入試改革への対応及び第２期の重点目

標である優秀な学生の安定的確保に向け、入学者選抜、広報、高校との

連携等を組織的かつ迅速に実施するため、「入学試験・高校大学連携セ

ンター」を設置し、入試改革の方向性や他大学の先駆的な取組について

研究・共有した。(No.2) 

・ 高校教員を対象とした大学開放日や懇談会の実施等を通して高等学校

との関係を強化した。(No.12-1、13) 

・ 平成 27 年度に全学年向け選択必修科目として導入した「地域連携実

践演習※2」のステップアップ科目として、学生らが自ら地域課題を探し、

解決する「テーマ実践演習※2」を導入した。「地域連携実践演習」では、

引佐地区の棚田の再生事業等を、「テーマ実践演習」ではトルコ・イズ

ミール経済大学と協働で「産学協同国際デザイン・ワークショップ」等

を行い、地域課題の解決に取り組んだ。 (No.31、77、94) 

 ・ 科学研究費補助金等について、再チャレンジ支援制度の導入や外部講

師による学内研修会を実施するなど、外部資金獲得のための制度拡充に

取り組んでいる。科学研究費補助金の採択件数は年々増加しており、今

後更なる外部資金獲得のための努力に期待する。(No.70、113) 

 

 

 
※２ 実践演習 ： 学生・教員が現場に飛び出し、地域課題の解決のため創造的で多彩な活動を行う、全学共通科目。 

「地域連携実践演習」…1 年次から受講可能。教員が事前に設定したプログラムから、学生が選択する。  
「テーマ実践演習」…2 年次から受講可能。プログラムの企画・提案まで、学生が主体的に行い、実践する。 
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・ 留学支援体制の強化として、新たに海外留学支援特別奨学金制度※３の 

創設をしたほか、留学生の危機管理体制の強化として、専門の企業による

危機管理サービス※4 の提供を行うなど、留学生支援施策の充実が図られて

いる。(No.88、134) 

 

２ 評価に当たっての意見、指摘等 

 ・ 文化政策研究科において、学生数が更に減少しており、定員未充足の状

態が続いている。こうした状況を解消するために、より一層の定員確保の

ための取組を進める必要がある。 

・ ＣＡＰ制※５の緩和について、認証評価※６で指摘された自宅を含む学習時

間の実態について把握した上で、慎重に緩和・運用する必要がある。 

 (No.15-1、22-2) 

・ インターンシップについては、中期目標で定めた、（５日間以上の）イ

ンターンシップ参加学生数を超えるなど、積極的に取り組んでいることは

評価できる。今後は、より長期のインターンシップの充実を図られたい。 

(No.58-1) 

 ・ 日本学生支援機構の海外留学支援制度の採択に加え、大学独自の支援制

度や海外保険プログラムの創設、国別担当教員の決定など、国際交流活動

を推進していることは評価できる。しかしながら、協定校への派遣留学生

が減少していることから、専門スタッフの配置、グローバル化方針の策定

など、グローバル化に向けて全学で対応することが必要である。  

(No.86、91) 

 

〔参考〕小項目評価の集計結果 

Ｃ 

計画を十分に 

Ｂ 

計画を 

Ａ 

計画を 

Ｄ 

計画を 
評価対象

項目数 
 

十分に実施 上回って実施 大幅に下回る実施できていない 

１ 教育 ２ 41 ０ ０43 

２ 学生支援 ２ 21 ０ ０23 

３ 研究 ２ ６ ０ ０８ 

４ 地域貢献 ０ 14 ０ ０14 

５ 国際交流 ２ ７ ０ ０９ 

８ 89
０ ０合  計 97 

（8.2％） （91.8％）

 
※３ 「海外留学支援特別奨学金制度」 ： 学生の海外渡航費を支援する制度。 

※４ 「危機管理サービス」 ： 海外旅行保険に加え、24 時間電話相談サービスによる支援プログラム。 

（大学で団体加入をしているため、学生には団体割引が適用される） 

※５ CAP制 ： 単位の過剰登録を防ぐため、1年間あるいは1学期間に履修登録できる単位の上限を設ける制度。  

 
5

※６ 認証評価 ： 学校教育法第 109 条第 2 項に基づき、すべての大学、短期大学及び高等専門学校に７年以内ごとの受審が義務

付けられた、文部科学大臣の認証を受けた認証評価機関による評価。静岡文化芸術大学は、平成 28 年度に（独）大学改革支

援・学位授与機構の認証評価を受け、大学基準に適合している旨の評価結果を得ている。 



Ⅱ 法人の経営に関する目標 

１ 評価結果と判断理由 

(1) 評価結果 

法人の経営に関する目標の進捗状況は、「中期目標・中期計画の達成に向

けて順調に進んでいる」と評価する。 

 

(2) 判断理由 

法人の経営に関する目標について、当評価委員会が検証した結果、年度計

画記載の 26 項目中２項目が「計画を上回って実施している」、24 項目が「計

画を十分に実施している」と認められ、これらの状況等を総合的に勘案し、

（1）のとおりの評価に相当すると判断した。 

 

(3) 特に評価する項目 

・ 科学研究費補助金等について、再チャレンジ支援制度の導入や外部講師

による学内研修会を実施するなど、外部資金獲得のための制度拡充に取り

組んでいる。科学研究費補助金の採択件数は年々増加しており、今後更な

る外部資金獲得のための努力に期待する。(No.70，113) 

 

２ 評価に当たっての意見、指摘等 

・ 男女共同参画のための支援策として、教職員から要望や課題の把握をした

こと、また要望から即座にできる支援策として、入試等業務免除制度を創設

したことは評価できる。今後は、業務免除だけでなく、スポット保育の活用

やメンター制度の導入、学内保育所の設置など、男女共同参画が実現できる

よう更なる環境整備が必要である。 (No.105) 

 

 

〔参考〕小項目評価の集計結果 

Ｃ 

計画を十分に 

Ｂ 

計画を 

Ａ 

計画を 

Ｄ 

計画を 
評価対象

項目数 
 

十分に実施 上回って実施 大幅に下回る実施できていない 

１ 業務運営 20 １ 19 ０ ０

２ 財務内容改善 ６ １ ５ ０ ０

２ 24
０ ０合  計 26 

（7.7％） （92.3％）

.
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Ⅲ 自己点検・評価及び情報の提供に関する目標 

１ 評価結果と判断理由 

(1) 評価結果 

自己点検・評価及び情報の提供に関する目標の進捗状況は、「中期目標・

中期計画の達成に向けて順調に進んでいる」と評価する。 

 

(2) 判断理由 

自己点検・評価及び情報の提供に関する目標について、当評価委員会が検

証した結果、年度計画記載の９項目中２項目が「計画を上回って実施してい

る」、７項目が「計画を十分に実施している」と認められ、これらの状況等

を総合的に勘案し、（1）のとおりの評価に相当すると判断した。 

 

(3) 特に評価する項目 

・ 国の認証評価機関による評価を受け、その評価結果を学内外に公表す

るとともに、修士論文等審査基準の明文化など対応できるものについて

は速やかに対応した。(No.119) 

・ 大学の特徴である実践的な学びを特集した広報誌「ＳＵＡＣＴＩＯＮ※7」

を発行し、大学の最新情報を学外に積極的に発信した。(No.121-1) 

 

 

 

〔参考〕小項目評価の集計結果 

Ｃ 

計画を十分に 

Ｂ 

計画を 

Ａ 

計画を 

Ｄ 

計画を 
評価対象

項目数 
 

十分に実施 上回って実施 大幅に下回る実施できていない 

１ 自己点検・評

価 
１ ０ ０ ０１ 

２ 情報公開・広

報充実 
１ ７ ０ ０８ 

２ ７
０ ０合  計 ９ 

（22.2％） （77.8％）
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※７ 「SUACTION」 ： 実践演習で行っているアクティブラーニングの取組を紹介する冊子。引佐の棚田再生事業、トルコ・イズミール

経済大学との「産学協同国際デザイン・ワークショップ」などの取組について紹介。平成 28 年度 7,000 部発行 

 



Ⅳ その他業務運営に関する重要目標 

１ 評価結果と判断理由 

(1) 評価結果 

その他業務運営に関する重要目標の進捗状況は、「中期目標・中期計画の

達成に向けておおむね順調に進んでいる」と評価する。 

 

(2) 判断理由 

その他業務運営に関する重要目標について、当評価委員会が検証した結果、

年度計画記載の 17 項目中３項目が「計画を上回って実施している」、13 項目

が「計画を十分に実施している」と認められるものの、教員によるハラスメ

ント事案の発生という重大な課題が生じており、１項目が「計画を十分に実

施できていない」と認められる。これらの状況等を総合的に勘案し、（1）の

とおりの評価に相当すると判断した。 

 

(3) 特に評価する項目 

  ・ 研究活動に関する不正等防止のため、e-ラーニング※８による研究倫理

教育の受講システムを導入し、全専任教員に受講させた。(No.139) 

・ 省エネルギーの呼びかけや空調設備の更新を行い、電気・ガスの使用

量を前年度比で 14％削減した。また夏期のピーク電力量を抑制し、契約

電力を引き下げ、電気の基本料金を年額 180 万円節減した。(No.140-1) 

 

   （4）課題とする項目 

・ ハラスメント事案の発生は、人権意識啓発等への取組を揺るがせかね

ないものであり、学内の動揺や県民の不信感を招くだけではなく、教育

の根幹をなす信頼を損ねるとともに、社会的な信用を失墜する問題であ

る。平成 23 年度にもハラスメント事案が生じており、再発防止策を行

ってきたものの、再発したことは大変遺憾である。学内の意識啓発及び

研修の受講を徹底するとともに、相談体制の充実を図るなど、全学を挙

げて取り組むこと。(No.137) 

 

２ 評価に当たっての意見、指摘等 

・ 大規模地震等災害への対応として、学生・教職員の安否を確認できるよう

にすることは、大学にとって重要な事項である。現在運用している安否確認

システム登録率等が低い状況であり、その改善は至急を要する。平成 28 年

度からは、より学生が利用しやすいアプリ形式のシステムを導入するなど、

登録率を向上させるための取組を行ったことは評価できるものの、今後、安

全管理の徹底を図るためにも、登録率 100％を達成する必要がある。 

(No.129) 

 
※８ e-ラーニング ： パソコン等の機器を用いて、インターネット、ビデオ配信等の情報通信を活用した学習形態をいう。 
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〔参考〕小項目評価の集計結果 

Ｃ 

計画を十分に 

Ｂ 

計画を 

Ｄ 

計画を 

Ａ 

計画を 
評価対象

項目数 
 

十分に実施 大幅に下回る上回って実施 実施できていない 

１ 施設・設備 ０ ３ ０ ０３ 

２ 安全管理・防

災対策 
１ ８ ０ ０９ 

３ 人権尊重・社

会的責任 
２ ２ １ ０５ 

３ 13 １ 
０合  計 17 

（17.6％） （76.5％） （5.9％） 
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